
「
新
し
い
資
本
主
義
」
実
現
の
鍵
は

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

　

岸
田
政
権
の
掲
げ
る「
新
し
い
資
本
主
義
」や「
デ

ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
」
を
実
現
す
る
牽
引
役

と
な
る
の
は
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
で
あ
る
。
自
民
党
で

は
２
０
２
２
年
２
月
か
ら
、
国
内
外
の
起
業
家
、Ｖ
Ｃ
、

経
団
連
を
含
む
経
済
団
体
等
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
重

ね
、「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
抜
本

強
化
に
向
け
た
提
言
」
を
取
り
ま
と
め
た（
図
表
１
）。

同
提
言
で
は
、
日
本
の
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
現
状
認
識

を
示
し
た
う
え
で
、
政
府
が
策
定
す
る
「
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
₅
カ
年
計
画
」
に
盛
り
込
む
べ
き
施
策
を
提

言
し
て
い
る
。

　

諸
外
国
で
は
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
が
経
済
成
長
を
牽

引
し
て
い
る
と
言
っ
て
も
過
言
で
は
な
い（
図
表
２
）。

日
本
で
は
直
近
10
年
間
で
起
業
数
も
Ｖ
Ｃ
投
資
額
も

大
幅
に
増
加
し
て
き
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
諸
外
国

の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
は
、
我
が
国

を
は
る
か
に
超
え
る
ス
ピ
ー
ド
で
成
長
し
て
お
り
、

そ
の
差
は
む
し
ろ
拡
大
し
て
い
る（
図
表
３
）。
結
果

と
し
て
、
日
本
の
貴
重
な
人
材
や
技
術
の
海
外
流
出

が
少
な
か
ら
ず
生
じ
て
い
る
。
日
本
の
成
長
を
考
え

れ
ば
、
極
め
て
危
機
的
な
状
況
で
あ
り
、
一
刻
も
早

く
こ
の
状
況
を
脱
す
る
た
め
の
抜
本
的
な
対
策
を
緊

急
に
講
じ
な
け
れ
ば
手
遅
れ
に
な
っ
て
し
ま
う
。

　

我
が
国
が
有
す
る
優
秀
な
人
材
、特
に
「
Ｚ
世
代
」

を
は
じ
め
と
す
る
若
い
世
代
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
解

放
し
、
そ
れ
を
新
た
な
産
業
創
出
や
社
会
変
革
に
繋

げ
て
い
く
た
め
に
は
、
世
界
を
リ
ー
ド
で
き
る
強
み

や
可
能
性
を
有
す
るD

eep-tech

や
Ｗｅ
ｂ
３
・
０
の

分
野
を
中
心
と
し
て
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・
エ
コ
シ

ス
テ
ム
の
抜
本
強
化
が
急
務
で
あ
る
。

　

こ
れ
ま
で
の
政
策
の
延
長
線
上
に
世
界
と
伍
す
る

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
形
成
は
あ
り
得

な
い
の
は
明
確
で
あ
り
、
党
提
言
で
は
新
規
施
策
を

中
心
に
多
岐
に
わ
た
る
施
策
を
盛
り
込
ん
だ
。
そ
の

内
容
は
経
団
連
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
提
言
と
同
じ
方

向
性
で
あ
り
、
経
済
界
の
皆
さ
ま
と
も
連
携
し
な
が

ら
、
政
治
・
行
政
・
経
済
界
が
足
並
み
を
揃
え
て
具

体
的
な
ア
ク
シ
ョ
ン
に
繋
げ
て
い
き
た
い
。
こ
こ
で

は
党
提
言
か
ら
主
な
も
の
を
紹
介
し
た
い
。

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
司
令
塔
の
創
設

　

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
政
策
は
複
数
省
庁
で
実
施
さ
れ

衆
議
院
議
員

自
由
民
主
党
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
本
部
長
・

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
議
員
連
盟
会
長

平ひらい
井
卓たくや
也

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・エ
コ
シ
ス
テ
ム
の

抜
本
強
化
に
向
け
た
提
言
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特集 成長の牽引役たるスタートアップの躍進を

て
い
る
が
、
司
令
塔
が
不
在
で
あ
り
、
各
施
策
が
い

わ
ば
バ
ラ
バ
ラ
に
実
施
さ
れ
て
い
る
状
況
で
あ
る
。

政
府
内
に
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
政
策
の
み
を
担
当
す
る

局
長
、
審
議
官
は
存
在
せ
ず
、
他
の
政
策
の
傍
ら
で

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
関
係
施
策
が
実
施
さ
れ
、
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
は
他
の
政
策
よ
り
も
優
先
順
位
が
劣
る
こ

と
が
多
々
あ
る
。

　

政
策
の
一
元
的
・
効
率
的
な
実
施
の
た
め
に
は
、

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
担
当
大
臣
を
選
任
し
て
関
係
閣
僚

会
議
を
新
設
す
る
と
と
も
に
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
政

策
の
み
を
担
当
す
る
専
門
組
織
を
内
閣
府
ま
た
は
内

閣
官
房
に
設
置
す
べ
き
で
あ
る
。
さ
ら
に
は
、
ス
タ

ー
ト
ア
ッ
プ
政
策
の
実
行
性
・
効
率
性
を
よ
り
確
実

な
も
の
と
す
る
た
め
、「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
振
興
法
」

と
い
っ
た
新
法
制
定
も
必
要
と
考
え
る
。

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
関
係
税
制
の
抜
本
拡
充

　

諸
外
国
で
は
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
創
業
者
や
従
業

員
、
個
人
投
資
家
等
に
積
極
的
に
税
制
優
遇
措
置
を

講
じ
て
お
り
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
で
の
人
材
獲
得
や

資
金
調
達
が
促
進
さ
れ
て
い
る
。

　

米
国
で
は
、
創
業
者
・
従
業
員
が
有
す
る
未
上
場

株
式
を
売
却
す
る
際
、
最
大
１
０
０
０
万
ド
ル
ま
で

キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
が
非
課
税
で
あ
り
、
さ
ら
に
こ

れ
を
原
資
と
し
て
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
再
投
資
す
る

際
に
は
上
限
な
く
課
税
が
繰
り
延
べ
と
な
り
、
結
果

と
し
て
成
功
し
た
起
業
家
か
ら
エ
ン
ジ
ェ
ル
投
資
家

へ
の
転
身
の
サ
イ
ク
ル
が
加
速
さ
れ
て
い
る
。
英
国

（注）https://www.jimin.jp/news/policy/203427.html

2022年４月26日 自由民主党政務調査会科学技術・イノベーション戦略調査会、知的財産戦略調査会、クールジャパン戦略推進特別委員会、デジタル社会推進本部

１．スタートアップ・エコシステム抜本強化の必要性

現状
認識

課題

・「新しい資本主義」、「デジタル田園都市国家構想」　
実現のけん引役はスタートアップ。
・近年スタートアップ環境は改善。一方、諸外国との
差はむしろ拡大し、我が国の人材が海外流出する危
機的状況。

・失敗を恐れる文化（ゼロリスクを求める文化）
・「日本人の、日本人による、日本人のための」ガラパ
ゴス的思考
・成長ポテンシャルの足かせとなっている規制・税制

２．提言（新規施策を中心に抜粋）

提言
趣旨

・我が国の優秀な人材、特に「Z世代」をはじめとする若い世代のポテンシャルを解放し、我が国が世界をリードできる強
みを持つDeep-techや「クールジャパン」の強みを生かしたWeb3.0等の成長分野に繋げていくため、スタートアップ・
エコシステムの抜本強化が急務。
・これまでの政策の延長線上に世界と伍するエコシステム形成はあり得ず、今後５年間を「スタートアップ集中支援期間」
と位置付け、本提言内容を政府が作成する「スタートアップ５か年計画」に盛り込み、一気呵成に実行することを強く
求める。

政府

【目標設定】
・５年後に国内スタートアップへの投資額を10倍以
上に
（0.8兆円（2021年） → 10兆円（2027年））

【スタートアップ政策の司令塔一元化】
・スタートアップ担当大臣、専門組織（内閣府又は内閣官房）の
新設
・スタートアップ振興法（仮称）の提出

起業家

【エンジェル税制等の抜本拡充】
・エンジェル税制、ストックオプション税制、国外転
出時課税（出国税）等のあり方の早急かつ大胆な拡充
も含めた検討

【未上場株式取引プラットフォーム創設、M&A促進】
・セカンダリー・マーケットの創設、M&A時の優遇措置導入
【起業家教育の充実】
・スーパーアントレプレナーシップハイスクールの指定

成長資金 グローバル

【機関投資家からのVC投資促進】
・GPIF等からの長期目線でのVC投資拡大
【官民ファンド等の機能強化】
・全ステージへの公的資金によるリスクマネー供給強化

【海外VCからの投資・人材の呼び込み】
・官民ファンドの海外拠点機能を強化し、１兆円規模
の政府出資による海外VCへのLP出資の枠組みを創
設

大学・知財

【スタートアップ・キャンパス、スタートアップ・ビレッジ】
・Deep-techに特化したグローバルキャンパス創設
【知財活用の促進】
・大学からスタートアップへの知財活用のための制約
撤廃

公共調達

【政府】
・官公需目標達成（3千億円）、SBIR制度拡充、入札資
格見直し

【地方自治体】
・地方自治体向けのスタートアップ調達交付金の創設

Web3.0地方・社会

【地方自治体におけるデジタル活用】
・Web3.0（DAO等）を活用した財源確保・コミュニティー
活性化

【社会的起業（ソーシャル・スタートアップ）】
・認定ソーシャル・スタートアップ（日本版βコープ）
制度創設

【規制緩和・税制見直し】
・暗号資産、NFTに関する規制・税制のあり方の早急
な検討
※具体的な方向性はデジタル社会推進本部にて提言
・米国大統領令を踏まえ、日米首脳会談に向けた体
制整備

図表１　スタートアップ・エコシステムの抜本強化に向けた提言（概要）（注）
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で
は
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン

に
高
い
メ
リ
ッ
ト
を
付
与
し
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
で

の
人
材
獲
得
力
を
高
め
、
大
企
業
か
ら
ス
タ
ー
ト
ア

ッ
プ
へ
の
人
材
流
動
性
を
高
め
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス

で
は
、
個
人
か
ら
Ｖ
Ｃ
フ
ァ
ン
ド
へ
の
投
資
の
際
に

税
制
優
遇
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
お
り
、
ス
タ
ー
ト
ア

ッ
プ
で
の
資
金
調
達
の
促
進
に
加
え
て
、
国
民
と
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
と
の
距
離
を
縮
め
る
こ
と
に
大
き
く

貢
献
し
て
い
る
。

　

我
が
国
で
も
、
こ
う
し
た
諸
外
国
の
事
例
を
参
照

し
つ
つ
、
起
業
家
を
増
や
し
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の

競
争
力
を
高
め
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
エ
ン
ジ
ェ

ル
税
制
、
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
税
制
、
国
外
転
出

時
課
税（
い
わ
ゆ
る
出
国
税
）な
ど
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
関
係
税
制
を
抜
本
拡
充
す
べ
き
で
あ
る
。

海
外
Ｖ
Ｃ
か
ら
の
投
資
拡
大

　

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
の
た
め
に

は
、
資
金
量
の
強
化
の
み
な
ら
ず
、
ユ
ニ
コ
ー
ン
・

デ
カ
コ
ー
ン
創
出
の
豊
富
な
経
験
・
グ
ロ
ー
バ
ル
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
を
有
す
る
海
外
ト
ッ
プ
Ｖ
Ｃ
か
ら
の
投

資
拡
大
が
必
要
で
あ
る
。
イ
ス
ラ
エ
ル
や
韓
国
で
は
、

公
的
投
資
機
関
が
海
外
Ｖ
Ｃ
に
Ｌ
Ｐ
出
資
し
、
投
資

先
の
海
外
Ｖ
Ｃ
か
ら
国
内
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
へ
の
投

資
を
促
進
す
る
こ
と
で
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
グ
ロ
ー

バ
ル
展
開
を
加
速
さ
せ
て
い
る
。

　

我
が
国
の
官
民
フ
ァ
ン
ド
に
お
い
て
も
、
海
外
ト

ッ
プ
Ｖ
Ｃ
に
Ｌ
Ｐ
出
資
し
、
そ
こ
か
ら
日
本
の
ス
タ

ー
ト
ア
ッ
プ
へ
投
資
す
る
枠
組
み
を
創
設
す
る
こ
と

で
、
我
が
国
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
海
外
Ｖ
Ｃ
が
有
す

る
リ
ソ
ー
ス
が
導
入
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

起
爆
剤
と
し
て
の
「
Ｗ
ｅ
ｂ
３
・
０
」

　

世
界
で
は
、Ｗｅ
ｂ
１
・
０（
電
子
メ
ー
ル
と
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
の
世
界
）、Ｗｅ
ｂ
２
・
０（
Ｇ
Ａ
Ｆ
Ａ
に
よ
る

中
央
集
権
的
な
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
世
界
）に
続
い
て
、Ｗｅ
ｂ

３
・
０（
ブ
ロ
ッ
ク
チ
ェ
ー
ン
と
デ
ジ
タ
ル
資
産
の

世
界
）と
い
う
新
た
な
技
術
革
新
の
波
が
急
速
に
押

し
寄
せ
て
い
る
。
国
家
が
発
行
し
て
い
な
い
デ
ジ
タ

ル
資
産
規
模
は
３
兆
ド
ル
を
超
え
て
い
る
と
い
わ
れ
、

諸
外
国
で
は
国
を
挙
げ
て
そ
の
対
応
を
急
い
で
い
る
。

　

米
国
で
は
、バ
イ
デ
ン
大
統
領
が
２
０
２
２
年
３
月

に
デ
ジ
タ
ル
資
産
の
研
究
開
発
加
速
を
命
じ
る
大
統

領
令
に
署
名
し
、政
府
機
関
に
対
し
て
中
央
銀
行
デ
ジ

タ
ル
通
貨（
い
わ
ゆ
る
デ
ジ
タ
ル
ド
ル
）の
発
行
に
向

け
た
検
証
・
報
告
書
提
出
を
指
示
し
た
。
英
国
で
は
、

２
０
２
２
年
４
月
に
英
国
を
暗
号
資
産
技
術
の
世
界

的
な
ハ
ブ
に
す
る
計
画
を
発
表
し
、
暗
号
資
産
市
場

の
発
展
の
た
め
の
税
制
検
討
等
の
方
針
を
示
し
た
。

　

Ｗｅ
ｂ
３
・
０
の
主
要
な
担
い
手
は
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
で
あ
り
、
Ｗｅ
ｂ
３
・
０
の
振
興
は
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
発
展
の
起
爆
剤
と
な
り
得
る
。

一
方
、
我
が
国
で
は
規
制
や
税
制
が
足
か
せ
と
な
り
、

起
業
家
や
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
海
外
流
出
が
後
を
絶

た
な
い
。
日
本
が
Ｗｅ
ｂ
３
・
０
で
の
国
際
的
な
ハ

ブ
と
な
る
よ
う
規
制
・
税
制
の
見
直
し
が
急
務
で
あ

る
。自
民
党
で
は「
Ｎ
Ｆ
Ｔ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」

を
設
置
し
、
Ｗｅ
ｂ
３
・
０
に
関
す
る
政
策
提
言
も

ま
と
め
て
お
り
、
こ
ち
ら
も
参
照
さ
れ
た
い
。

図表２　�世界トップ企業における�
VC-backed企業数（2022年2月17日時点）

世界

企業名 設立 企業価値
（10億＄）　

1 アップル 1976 2,819

2 マイクロソフト 1975 2,252

3 サウジアラムコ 1933 1,994

4 アルファベット 1998 1,805

5 アマゾン 1994 1,592

6 テスラ 2003 936

7 バークシャーハサウェイ 1839 704

8 NVIDIA 1993 660

9 TSMC 1987 645

10 フェイスブック 2004 631

VC  
backed
8社

創立 
30年内
5社

日本

企業名 設立 企業価値
（10億＄）　

1 トヨタ 1937 311

2 ソニー 1946 135

3 キーエンス 1974 121

4 NTT ─ 104

5 三菱UFJ FG ─ 86

6 東京エレクトロン 1963 79

7 ソフトバンク 1981 78

8 KDDI ─ 75

9 リクルート 1963 75

10 オリエンタルランド 1960 71

VC  
backed
0社

創立 
30年内
0社

出所：経団連提言「スタートアップ躍進ビジョン」から抜粋
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２年成長率

図表３　VC投資額の国際比較

出所：経団連提言「スタートアップ躍進ビジョン」から抜粋
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